

















平成22年6月30日改正育児・介護休業法の施行がされました


                                            ※一部については別期日に施行　　





１　子育て期間中の働き方の見直し化





3歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度・所定外労働免除を義務化





























子の看護休暇制度の拡充








（改正前）


労働者は、事業者に申し出ることにより、子が１歳に達するまでの間（一定の場合は１歳６か月に達するまで）、育児休業をすることができる。





２　父親も子育てができる働き方の実現


化





父母ともに育児休暇を取得する場合、1歳2か月までの間に1年間取得可能とする。（パパ・ママ育休プラス）


























出産後8週間以内に父親が育児休暇を取得した場合、再度の育児休暇取得可能




















○　労使協定による専業主婦（夫）除外規定の廃止








３　仕事と介護の両立支援


化








介護のための短期休暇制度の創設


　　要介護状態にある対象家族の介護その他の厚生労働省令で定める家族の世話を行う労働者は、事業主に申し出ることにより、要介護状態にある対象家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年１０日を限度として、介護休暇を取得することができる。





※常時１００人以下は猶予








※常時１００人以下は猶予





（改正前）


・３歳に満たない子を養育する労働者について、事業者は、短時間勤務制度、所定外労働（残業）免除制度、フレックスタイム制度、時差出勤制度、事業所内保育施設の設置運営 等の制度から選択的に制度を設ける義務がある。





（改正後）


・３歳に満たない子を養育する労働者について、事業者は、短時間勤務制度（１日6時間）を設ける義務がある。





・３歳に満たない子を養育する労働者について、労働者からの請求があったときの所定外労働の免除を制度化する義務がある。





（改正前）


・子の看護休暇の付与日数は、一の年度において５日を限度とする。


・子の看護休暇は、負傷し、又は疾病にかかったその子の世話を行うための休暇とする。





（改正後）


・養育する小学校就学の始期に達するまでの子が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年１０日とする。





・子の看護休暇は、負傷し、又は疾病にかかった子の世話を行うため、又は予防接種又は健康診断を受けさせるための休暇とする。








（改正後）


労働者は、事業者に申し出ることにより、子が1歳に達するまで（両親ともに育児休業を取得する場合は、子が１歳２か月に達するまでの間に１年間）（一定の場合は1歳6か月に達するまで）、育児休業をすることができる。





（改正前）


育児休業を取得した場合、配偶者の死亡等の特別な事情がない限り、再度の取得はできない。





（改正後）


配偶者の出産後8週間以内に育児休業を取得した場合、再度育児休業を取得できる。








